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図 1 本校の「知識・技能」と 

「思考・判断・表現」の全国(県)平均との比較 

研究課題 主体的な学習活動による「思考力，判断力，表現力等」の育成 

副題 
～教師の主体的な研修をベースとした，生徒用タブレットの効果的

活用による学習者主体の授業づくりを通して～ 

キーワード アウトプット 学習者主体 思考力 判断力 表現力 主体的研修 

学校/団体 名 公立いちき串木野市立羽島中学校 

所在地 〒896-0064 鹿児島県いちき串木野市羽島 5355 

ホームページ http://www12.synapse.ne.jp/hashima/ 

 
１．研究の背景 

⑴ 本校の実態と「知識」から「表現」への壁 
  令和５年度までの 3 年間の本

校の各種学力調査の結果を分析

すると、一貫した傾向が見られた。

基礎的な語句や公式、単純な計算

といった「知識・技能」の正答率

は全国（または県）平均を上回る。

一方で、複数の資料から必要な情

報を抽出し、自分の考えを根拠と

ともに記述する「思考・判断・表

現」を問う問題の正答率は、全国

（または県）平均と比較すると、

相対的に低い傾向にあった。 
図１は、本校のこれまでの全国学力学習状況調査と鹿児島学習定着度調査の結果を基に作

成した、研究開始直前の３年間にわたる本校生徒の「知識・技能」と「思考・判断・表現」

の全国（または県）平均との比較である。計算式は以下の通りである。 

  図１のほとんどが赤色になっている。赤色になっている部分は、「思考・判断・表現」が、

「知識・技能」に比べ低い部分である。本校のほとんどの学年・教科で、全国(県)平均を上

回っている結果を考慮すると、「知識及び技能」の定着が十分に達成している一方で、「思考

力，判断力，表現力等」の育成が不十分であると言える。 
 
⑵ タブレット活用の質的転換の必要性 

GIGA スクール構想により、令和３年度に生徒用タブレット端末が導入された。それ以降、

本校は端末の日常的な活用率は県内でもトップクラスである。しかし、その活用実態を詳細

に調査すると、Web サイト検索から情報をスライドに貼り付ける作業、デジタルドリルによ

る反復練習、教員からの課題配信の受け取りといった、アナログで行ってきた既存の学習活

（【本校の「思考・判断・表現」】―【全国(県)の「思考・判断・表現」】） 
―（【本校の「知識・技能」】―【全国(県)の「知識・技能」】） 
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図 2 羽島中学校の GIGA スクール構想スタートから研究スタートまでの変遷 

動をデジタルに置き換えた「効率化重視の活用」が主であった。 
GIGA スクール構想が目指すのは、単なる効率化ではなく、それにより生み出した余白を

活用した「創造的な学び」であると考える。いわゆる「学びの質の変容を実践する活用」で

必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑶ 「学び手」としての教師の再定義 
  従来の校内研修は、講師の話を聴き、感想を書くという「インプット型」が中心であり、

教師自身の挑戦や課題が具体的に共有される場は限定的であった。教師が自ら課題を設定し、

授業を更新していく。その試行錯誤のプロセスを同僚に開示する中で、取組を振り返りつつ、

同僚からのフィードバックを活かし、新しい課題につなげる。そのような「学び手」として

挑戦する教師の背中こそが、生徒の主体性を引き出す最大の環境となると考える。 
 

２．研究の目的 

本研究は、授業における主体的な ICT 活用の上で、毎月の本校独自の授業「アウトプット

ラーニング」の実践を通じて、生徒の「思考力・判断力・表現力」を育成することを目的とす

る。具体的には、現状の教育課題に対応し、以下の 3 点を達成することを目指す。 
⑴ 「思考力・判断力・表現力等」の確かな育成 

各種学力調査等で見られた「活用」の課題を解決するため、既習知識を別の文脈で活用し

たり、自分の考えを論理的に説明したりする活動を授業の核に据える。単なる知識の蓄積に

留まらず、実社会・実生活の課題解決に資する高次な資質・能力を育む。 
⑵ タブレット活用の「質的転換」による学習者主体の授業実現 

タブレット活用を「調べる・作る」といった消費的・作業的な段階から、「考える・深め

る・表現する」といった創造的・思考的な段階へと転換させる。授業時間の約 8 割を生徒

の活動（アウトプット）に充てる「アウトプットラーニング」の実装により、生徒が自らの

学びを調整し、最適化する力を養う。 
⑶ 教職員の「主体的研修」を通じた組織文化の再構築 

教師自身が受動的な受講者から、自らの授業改善を主体的に探究する「学び手」へと変容
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図 3 ３つの改革「授業改革」「研修改革」「文化改革」 

することを目指す。「個人テーマ研修」を通じ、ICT を利活用した授業実践の PDCA を自律

的に回すとともに、心理的安全性の高い学習コミュニティを構築する。 
 
３．研究の経過 

 研究の目的をもとに設定した、

３つの改革である「授業改革」「研

修改革」「文化改革」に基づいて、

研究を推進した。 
 
① 時期 ② 取り組みの内容 ③ 評価のための記録 

４月 

・生徒の実態把握と過去の研究の整理 
・アウトプットラーニング、職員研修の内容、個別

テーマ研修の在り方等について前年度の課題を整

理し、改善点の明確化 
・授業における共通実践事項リストの策定 

アンケート調査(生徒,教員) 
 
 
 
リスト作成 

５月 
・個別テーマ研修のテーマ設定 
・アウトプットラーニング実践授業① 
・公開授業の授業検討会 

スライド提出 
動画撮影 

６月 
・アウトプットラーニング実践授業② 
・新しい授業研究に関する研修会 
・研究公開に向けたブース紹介に関する研修 

動画撮影 
授業研究シート 

７月 

・個人テーマ研修中間報告会（Padlet を活用したワ

ークショップ形式） 
・地区研究公開【思考力判断力表現力に重点を置い

た授業実践×２授業（理科，数学）】 
・アウトプットラーニング実践授業③ 

・ワークショップ意見交換

シート 
動画撮影、授業研究シート 
発表資料作成 
動画撮影 

８月 ・全国学力学習状況調査の分析 資料作成 
９月 ・アウトプットラーニング実践授業④ 動画撮影 
10 月 ・個人テーマ研修  

11 月 
・アウトプットラーニング実践授業⑤ 
・小学校との合同研修会（公開授業：英語） 

動画撮影 

12 月 
・アウトプットラーニング実践授業⑥ 
・デジタルドリル研修 

アンケート調査(生徒) 

１月 
・アウトプットラーニング実践授業⑦ 
・生成 AI（Gemini と NotebookLM 研修） 

 

２月 ・アウトプットラーニング実践授業⑧  
３月 ・鹿児島学力学習状況調査分析 ・ワークショップ意見交換
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図 4 アウトプットラーニング 

・個人テーマ研修最終報告会（Padlet を活用したワ

ークショップ形式） 
・アウトプットラーニング実践授業⑨ 
・アウトプットラーニングの総括とまとめ 

シート 
 
 
資料作成 

 
４．代表的な実践 

  本研究では、「アウトプットを中核に据えた授業改善」と「教師自身の探究的な研修」、そし

てそれらを支える「学校文化の醸成」を三位一体として推進した。以下に、本研究の成果を象

徴する、独自の授業、教員研修、及び学校改革の具体的な取組について詳述する。 

 ⑴ 知識の習得から活用へ「アウトプットラーニング」 
生成 AI 等の普及により、社会

が求める力は、知識の蓄積から、

それを土台とした創造的な探究

（どう活用し、何を作り出すか）

へと移行している。そこで、知

識の活用に特化し、１単位時間

の 80%以上を生徒の活動に充て

るアウトプット重視の授業スタ

イル「アウトプットラーニング」を開発した。各教科の実情に応じて、月に１時間程度設定

し、学習で得た知識を課題解決に活用して、思考を深める場としている。この 80%の時間

で、生徒が単なる作業ではなく、思考や判断を伴う表現活動を行う。具体的には、Google
ドキュメントを用いた探究型レポート作成、Google スライドを用いた資料作成、Canva を

用いた解説動画作成、FigJam を用いたマップ作成などがある。 
   本取組の大きなポイントは、授業者以外の全教員が相互に授業を参観し、それぞれの専門

性や ICT 活用力を発揮して、生徒へ多角的なアドバイスを行える体制を整えた点である。 
 
〇 アウトプットラーニングの授業の一例 
① 題材  中学３年生理科 化学変化とイオン(25/25) 
② 授業デザインの工夫 

    ・ 既習内容を構造化して整理できるコンセプトマップを活用した知識の可視化 
    ・ 個人の興味・関心に基づいた選択の場面の設定 
    ・ 成果物に対する相互評価とアドバイスによる再修正 
    ・ 実生活との関連付けによる学習内容の有用性や意義の実感 

 ③ 計画時間  生徒：教師＝41 分：９分 
   ④ 授業の流れ 
 
 

・ 目的 
❶ 既習の知識・技能を活用し、思考力、判断力、表現力等を

高める。 
❷ 生徒の情報活用能力のレベルアップを図る。 
❸ 全教員が授業に参加し、専門的知識を生かしたサポートを

通して、学習の状況を把握する。 
・ 授業づくりのポイント 
❶ 生徒がタブレットを活用すること。 
❷ １単位時間の８割以上が生徒の活動を目標とすること。 
❸ 表現物（掲示物や動画など）を作成すること。 
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図 5 相互のフィードバック（称賛やアドバイス）と、生徒作成のコンセプトマップ 

過

程 
主な学習活動 

時間 

(分) 
指導上の留意点（○留意点 ◎評価） 

導 

入 

１ 前時の振り返りをする。 

２ 作成したマップをグループごとに相

互にチェックし、アドバイスを記入す

る。 

３ アドバイスをもとにマップを修正。 

３ 

 

 

 

 

５ 

 

 

３ 

 

○ 前時の学習内容をまとめたマップをモニ

ターと生徒 Chromebook で表示し、生徒が視

覚的に捉えられるようにする。 

○ 学習内容のつながりを簡潔に確認し、本

時の学習につなげる。 

○ アドバイスはコメント機能を使う。 

○ 賞賛ポイントとアドバイスをバランスよ

く伝えるように声かけ＆チェックする。 

○ 記入されたアドバイスについて詳しく聞

きたい場合は口頭で確認してもよい。 

展 

開 

４ 学習目標を確認する。 

５ テーマの例を確認し、個人で興味・関

心のあるテーマを設定する。 

 ・ポカリに含まれるイオンは？ 

 ・炎色反応とイオンの関係は？ 

 ・酸性やアルカリ生を調べる野菜？ 

 ・pH 試験紙で身の回りの水溶液を測定! 

 ・スティックのりは中和？ 

６ 実験や調査を行い、マップに表現。 

３ 

 

 

 

 

 

30 

○ 本単元の内容と関連のあるものを日常生

活の中で探すよう前時で指示をする。ま

た、実物を提示しながら確認する。 

○ 本時のゴールイメージが生徒の興味に応

じたマップの拡大であることを共有し、活

動の意義と楽しさを理解させる。 

○ 教科書の「発展」など、学習した内容な

どと関連のあるテーマを複数用意する。 

○ テーマ例または、日常生活の疑問や興味

からテーマ設定をするよう指導する。 

◎ 科学的根拠に基づいた探究か。 

○ 図や記号を取り入れ、視覚的につながり

が分かりやすくまとめるよう指導する。 

◎ これまでの学習と関連付けて考え、マッ

プに表現することができたか。 

終 

末 

７ 本時のまとめをする。 

８ 本時の振り返りを行う。 

３ 

 

 

 

３ 

○ 生徒の言葉を使ってまとめる。 

○ 本単元の中心である「イオン」と、生徒

が探究を行った内容を含めた日常が関連の

深いものであることをまとめとする。 

○ 個人で振り返りをタブレットで記入し、

最後にペアで共有する。 

  
これらの成果物を校内に掲示し発信することで、生徒・教員・来校者からの多角的なフィ

ードバックや質問を受ける機会として意図したものである。こうした外部との対話が、新た

な気づきやさらなる問いを生み、学びを更新し続けるという探究のスパイラルを加速させる。 
 

” ”



実践研究助成 研究成果報告書 

6 

図 6 授業における共通実践事項 

図 8 個人テーマ研修の計画 図 9 校内研修における相互のフィードバック(Padlet) 

 ⑵ 研修者主体の「個人テーマ研修」 
全教科で一貫した授業改善を図る

ため、「授業における共通実践事項」

を策定した。すべての授業において、

「A.学習者主体の授業づくり」と「B.
思考力・判断力・表現力等の育成」

の各視点から、重点項目をそれぞれ

1 つずつ設定し、毎時間の授業を展開

することとした。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
この共通実践事項を土台として、教員一人ひとりが自らの授業実践における悩みや興味に

基づき研究課題を設定し、年間を通して追究する「個人テーマ研修」を導入した。この形態

により、研修は単なる「講話を聴く時間」から「自らの授業をさらによくするための探究の

時間」へと変容と遂げた。さらに、校内研修のスタイルを抜本的に改善し、毎回の研修に、

相互的な意見交換（アウトプット）の時間設定を充実させた。自身の取組を共有し、同僚が

共感・称賛・フィードバックを送り合う「語り合う研修」を実現した。個人テーマ研修の中

間報告会・最終報告会でも、この研修スタイルを導入し、結果だけでなく日常的なプロセス

を評価する土壌が整い、挑戦への心理的安全性が向上した。 
  

図 7 数学、国語、英語における授業実践例 
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図 12 ある集団の定期テストの変容 

 ⑶ DX 推進による余白時間の創出とアウトプット文化の醸成 
   質の高いアウトプットを継続するためには、教員と生徒の双方に「思考を深めるための余

白時間」が必要であると考え、業務や活動のあり方を根本から見直す校務 DX を推進した。 
ア．校務の効率化とクラウド化 

チャット機能や共同編集機能を校務に意図的に取り入れ、情報共有をクラウド上で完結

させることで会議時間を大幅に削減した。創出された時間を、授業準備や生徒と向き合う

時間にあてることができた。 
イ．生徒会 DX 

生徒会活動においてもDXを加速さ

せた。SNS を用いた生徒による学校

の魅力発信や、生徒会選挙での「公開

討論会」を実装した。また、共同編集

機能の活用により生徒総会等の行事

への準備時間を大幅に短縮し、生徒が

企画・構成するという本質的なアウト

プットに注力できる環境を整えた。 
 
５．研究の成果 

 ⑴ 思考力,判断力,表現力の向上 
各種学力調査の結果、課題で

あった「思考・判断・表現」の

領域において、県平均を大きく

上回る伸びを確認した。特に教

科ごとの分析においては、ある

教科での３年間の定期テスト

における「思考・判断」の正答

率が「知識・技能」を上回る上昇を見せ、「アウトプット

中核の授業設計が思考力を養う」という有効性が示された。

記述問題の無答率の減少に加え、平均 124 文字/分（全国平

均 23 文字/分）に達したタイピング速度を武器に、「思考を

即座に言語化できる」生徒の姿は、87.0%という高い学習

の主体性に直結している。 
 
⑵ 「教える側」から「挑戦する学び手」への変容 

教員が「主体の学び手」へと変容した。個人テーマ研修

により、教科の枠を超えてプロセスを共有しフィードバッ

クし合う仕組みが機能し、教員の自律的な指導力が向上

図 10 「生徒総会に向けた準備」の変容 

図 11 ある集団における県学力調査の県平均との比較 
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図 10 今年度の生徒や教員のアウトプットに関する新しい挑戦の一部（名称は変更） 

した。失敗を恐れず試行錯誤する教師の姿が、生徒の「学び続けるモデル」となり、学校全

体に新しい挑戦を称賛する学びの空気が醸成された。さらに、生徒会活動の DX は、「思考

したアウトプット」を日常化させ、学校を「学びを活用し発信するコミュニティ」へと進化

させた。この統合的アプローチにより、生徒と教員の挑戦は、今年度、数々の受賞という形

としても結実した。 
   今年度の生徒や教員のアウトプットに関する新しい挑戦の一部（名称は変更） 

生徒 教員 
・【県】自作プレゼンコンテスト応募 
・【県】理科作品応募（県特選） 
・【世界】サイエンスアワード（審査員特別賞） 
・【全国】プレゼンコンテスト（最優秀賞） 
・【全国】未来の道具アイデアコンテスト（優秀賞） 

・県自作動画コンテスト応募（優良賞） 
・授業における GIGA 端末活用事例コンテスト

（受賞） 
・生成 AI 等研修受講多数 
・校内研修コンテストへの応募 

６．今後の課題・展望 

 ⑴ 「生徒の自己調整学習」の深化：教師の仕掛けに頼らず生徒自身が学びの状態を把握し、

目的や場面に応じて最適なアウトプットの手段を自律的に選択できる力を育成する。 
⑵ 「アウトプットの場のさらなる拡張」：校内やコンテストの枠を超え、地域との連携、地

域社会の課題解決に向けた具体的な提言など、より「本物のオーディエンス」を意識した発

信の機会を意図的に創出していく。 
⑶ 「組織的な研究推進体制の継続」：個人テーマ研修により高まった教師の自律性を、一校

の成果に留めず、個々人が異動先でも継続・波及させていくことが必要である。教師自身が

主体的な学び手であり続けるための研修のあり方について、持続可能なモデルを確立する。 
 

７．おわりに 

本校は、令和８年３月をもって閉校する。そのため、小規模校から大規模校にステージをう

つす生徒たちが、これからを輝きながら生きるために、学習で得た知識を活用してアウトプッ

トする姿こそ、本研究が目指した生徒の姿である。本研究を通じ、生徒だけでなく、教員が一

人の「学び手」であることによる大きな効果を実感した。また、ICT を単なる「効率化の道

具」ではなく、教師と生徒の「主体性を引き出す触媒」として活用できたことも大きい。たと

え学び舎がなくなったとしても、本研究で培った「自ら問いを立て、思考し、アウトプットす

る力」は、生徒たちの内に一生涯消えない武器として残り続けると確信している。 
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